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運用報告書（全体版）
第 4 期

（決算日 2018年 9 月19日）

受益者のみなさまへ
毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申

し上げます。
さて、「ダイワ日本株式インデックス・

ファンド－シフト11 Ver4－」は、このた
び、第 4 期の決算を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

ダイワ日本株式
インデックス・ファンド

－シフト11 Ver4－

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式／インデックス型
信 託 期 間 約 5 年 6 カ月間（2015年 3 月31日～2020年 9 月18日）

運 用 方 針 わが国の株式市場の動きをとらえることにより信託
財産の成長をめざして運用を行ないます。

主 要
投 資 対 象 ベビーファンド

イ ．わが国の金融商品取引所上場株
式（上場予定を含みます。）

ロ ．わが国の株価指数先物取引
ハ ．ストックインデックス 2 2 5・

マザーファンドの受益証券
ニ ． ダ イ ワ・ マ ネ ー ア セ ッ ト・

マザーファンドの受益証券
ホ．わが国の債券等

ベ ビ ー
ファンドの
運 用 方 法

①主として、わが国の株式に投資し、日経平均株価
の動きに連動する投資成果をめざして運用を行ない
ます。
②原則として、日経平均株価採用の全銘柄に等株数
投資を行ないます。ただし、投資対象とする企業の
財務状況を考慮したうえで、日経平均株価採用銘柄
であっても投資を行なわない場合があります。ま
た、日経平均株価採用銘柄の入れ替え等に際して
は、流動性等を勘案して対応する場合があります。
これらの場合、組入銘柄に等株数投資を行なわない
ことがあります。
③運用の効率化をはかるため、ストックインデック
ス 2 2 5・マザーファンドの受益証券およびわが国
の株価指数先物取引を利用することがあります。こ
のため、株式およびストックインデックス 2 2 5・
マザーファンドの受益証券の組入総額ならびに株価
指数先物取引の買建玉の時価総額の合計額が、信託
財産の純資産総額を超えることがあります。
④上記①～③にかかわらず、基準価額（ 1 万口当
り。既払分配金を加算しません。）が一度でも
11, 000円を超えた場合、ダイワ・マネーアセット・
マザーファンドの受益証券およびわが国の債券等に
よる安定運用に順次切替えを行ないます。

組 入 制 限

ベ ビ ー フ ァ ン ド の
マザーファンド組入上限比率 無制限
ベ ビ ー フ ァ ン ド の
株 式 組 入 上 限 比 率 無制限
ス ト ッ ク イ ン デ ッ ク ス225・
マザーファンドの株式組入上限比率 無制限
ダイワ・マネーアセット・マザー
フ ァ ン ド の 株 式 組 入 上 限 比 率 純資産総額の10％以下

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買益
（評価益を含みます。）等とし、原則として、信託
財産の成長に資することを目的に、配当等収益の中
から基準価額の水準等を勘案して分配金額を決定し
ます。ただし、配当等収益が少額の場合には、分配
を行なわないことがあります。

当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行ないます。
ファミリーファンド方式とは、受益者からの資金をまとめてベ
ビーファンド（当ファンド）とし、その資金を主としてマザー
ファンドの受益証券に投資して、実質的な運用をマザーファンド
で行なう仕組みです。
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決　　算　　期
基 準 価 額 日 経 平 均 株 価

株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

公 社 債
組入比率

純資産
総　額（分配落） 税込み

分配金
期　中
騰落率 （ベンチマーク） 期　中

騰落率
円 円 ％ 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

1 期末（2015年 9 月24日） 9, 119 0 △ 8. 8 17, 571. 83 △  9. 5 97. 2 6. 5 ― 12, 888 
2 期末（2016年 9 月20日） 8, 668 0 △  4. 9 16, 492. 15 △  6. 1 96. 5 3. 5 ― 9, 783 
3 期末（2017年 9 月19日） 10, 797 10 24. 7 20, 299. 38 23. 1 96. 4 3. 6 ― 6, 714 
4 期末（2018年 9 月19日） 11, 030 0 2. 2 23, 672. 52 16. 6 ― ― ― 1, 798 

（注 1 ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 2 ）株式および株式先物の組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含みます。
（注 3 ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。
（注 4 ）公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）および債券先物を除きます。

設定以来の運用実績

1
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■基準価額・騰落率
期　首：10, 797円
期　末：11, 030円
騰落率：2. 2％

■基準価額の主な変動要因
日経平均株価への連動をめざした運用を行なった結果、日経平均株価の動きを反映して、基準価
額は上昇しました。また、安定運用に移行した後は、基準価額はほぼ横ばいで推移しました。くわ
しくは「投資環境について」をご参照ください。

基準価額等の推移について 

運用経過

流　用

＊ベンチマークは日経平均株価です。

（注）ベンチマークは、期首の基準価額をもとに指数化したものです。
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年　　月　　日
基　 準　 価 　額 日 経 平 均 株 価 株　　式

組入比率
株　　式
先物比率

公 社 債
組入比率騰 落 率 （ベンチマーク） 騰 落 率

円 ％ 円 ％ ％ ％ ％
（期首）2017年 9 月19日 10, 797 ― 20, 299. 38 ― 96. 4 3. 6 ―

9 月末 10, 894 0. 9 20, 356. 28 0. 3 94. 0 6. 0 ―
10月末 11, 037 2. 2 22, 011. 61 8. 4 ― ― ―
11月末 11, 038 2. 2 22, 724. 96 11. 9 ― ― ―
12月末 11, 038 2. 2 22, 764. 94 12. 1 ― ― ―

2018年 1 月末 11, 037 2. 2 23, 098. 29 13. 8 ― ― ―
2 月末 11, 036 2. 2 22, 068. 24 8. 7 ― ― 0. 3
3 月末 11, 035 2. 2 21, 454. 30 5. 7 ― ― ―
4 月末 11, 034 2. 2 22, 467. 87 10. 7 ― ― ―
5 月末 11, 033 2. 2 22, 201. 82 9. 4 ― ― ―
6 月末 11, 033 2. 2 22, 304. 51 9. 9 ― ― ―
7 月末 11, 032 2. 2 22, 553. 72 11. 1 ― ― ―
8 月末 11, 031 2. 2 22, 865. 15 12. 6 ― ― ―

（期末）2018年 9 月19日 11, 030 2. 2 23, 672. 52 16. 6 ― ― ―
（注）騰落率は期首比。
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■国内株式市況
国内株式市況は、期首より、米国の2017年内の利上げ観測が高まり円安米ドル高となったこと
や、北朝鮮に関わる地政学リスクが後退したこと、2017年10月に行なわれた衆議院議員選挙で連立
与党が勝利したことなどを受け、上昇しました。その後も、堅調な国内企業業績や、米国税制改革
法案の議会審議の進展および同法の成立が好感され、株価は上昇しました。しかし、2018年 2 月に
米国の長期金利が急上昇したこと、また 3月に米国が新たな関税を課す方針を示し貿易摩擦激化へ
の懸念が高まったことにより、株価は下落しました。 4月以降は、米国の保護主義的な政策への警
戒感が強まる一方、堅調な景気や企業業績が評価される局面があったことや、通商問題でも一部で
妥協を探る動きなどがあり、株価は横ばい圏で推移しました。 9月中旬に米中貿易摩擦への懸念が
和らぐと、上昇して期末を迎えました。
■国内短期債券市況

国内短期金利は、日銀がマイナス金利政策や長短金利操作付き量的・質的金融緩和策を導入して
以降、恒常的にマイナス圏で推移しました。期首より、主要先進国において金融政策の正常化観測
が進む中、日本も緩和的な金融政策の運営方針を転換するのではないかとの思惑により、国内長期
金利はゼロ％を小幅に上回りました。国内短期金利も2017年12月末にかけてマイナス圏で上下しま
した。2018年入り以降、国内長期金利は、日銀の長期国債買い入れオペの実施状況を受けた思惑で
低下しましたが、 7月末に日銀が長期金利の変動を容認する方針を示したことで大きく上昇しまし
た。一方、国内短期金利はマイナス幅を縮小させつつも引き続きマイナス圏で推移し、おおむね横
ばいで推移しました。

投資環境について （2017. 9. 20 ～ 2018. 9. 19）

流　用

■当ファンド
当ファンドの運用方針に基づき、日経平均株価に連動する投資成果をめざして運用を行なってま
いります。
■ストックインデックス 2 2 5・マザーファンド
運用方針に基づき、日経平均株価に連動する投資成果をめざして運用を行なってまいります。

前期における「今後の運用方針」
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■当ファンド
当ファンドの運用方針に従い、株式組入比率（株式先物を含みます。）はおおむね100％程度の高
位を維持しました。
ポートフォリオにつきましては、日経平均株価採用銘柄に投資し、運用を行ないました。また、
必要に応じて、日経平均先物を用いて組入比率を100％程度に維持することで、日経平均株価への
連動を図りました。
当期中に基準価額が11, 000円を超えたため、安定運用に移行した後は、「ダイワ・マネーアセッ
ト・マザーファンド」の受益証券の組入比率を50～70％程度に維持して運用を行ないました。
■ダイワ・マネーアセット・マザーファンド

流動性と資産の安全性に配慮し、短期の国債およびコール・ローン等による運用を行ないまし
た。

ポートフォリオについて （2017. 9. 20 ～ 2018. 9. 19）

流　用

■ダイワ・マネーアセット・マザーファンド
流動性と資産の安全性に配慮し、短期の国債およびコール・ローン等による運用を行なう方針で
す。
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ベンチマーク（日経平均株価）の騰落率は16. 6％となりました。一方、当ファンドの基準価額の騰
落率は2. 2％となりました。
・現物株式および株式先物の売買等によるコスト負担が、マイナス要因となりました。
・短期金融資産の利回りがマイナスとなったことがマイナス要因となりました。
・安定運用に移行した後は、株式市況の上昇および下落がかい離の要因になりました。
以下のグラフは、当ファンドの基準価額とベンチマークとの騰落率の対比です。

（％）
18. 0
16. 0
14. 0
12. 0
10. 0
8. 0
6. 0
4. 0
2. 0
0. 0

当　期
（2017. 9. 19～2018. 9. 19）

基準価額
日経平均株価

ベンチマークとの差異について

安定運用に移行しているため、収益の分配は見送らせていただきました。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。
■分配原資の内訳（ 1万口当り）

項 目
当 期

2017年 9 月20日
～2018年 9 月19日

当期分配金（税込み） （円） ―
対基準価額比率 （％） ―
当期の収益 （円） ―
当期の収益以外 （円） ―��

翌期繰越分配対象額 （円） 1, 141�
（注 1）�「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 2）�円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 3）�当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

分配金について

流　用
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流　用

■当ファンド
「ダイワ・マネーアセット・マザーファンド」の受益証券を組み入れ、安定運用を継続して行
なってまいります。
■ダイワ・マネーアセット・マザーファンド
流動性と資産の安全性に配慮し、安定的な運用を行ないます。

上記の運用方針により、マイナス利回りの短期の国債やコール・ローン等にも投資する場合があり
ます。今後も現在の低金利環境が継続した場合は、ファンド全体の損益がマイナスとなり、基準価額
が下落する可能性があります。投資家のみなさまにおかれましては、ご留意くださいますようお願い
申し上げます。

今後の運用方針

7
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1万口当りの費用の明細

項　　　目
当　期

（2017. 9. 20～2018. 9. 19） 項　　目　　の　　概　　要
金　額 比　率

信 託 報 酬 4円 0. 033％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
　　　　　期中の平均基準価額は11, 028円です。

（投 信 会 社） （2） （0. 016） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価
額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価

（販 売 会 社） （2） （0. 015） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの
管理、購入後の情報提供等の対価

（受 託 銀 行） （0） （0. 002） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料 0 0. 001 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株 式） （0） （0. 000）

（先物・オプション） （0） （0. 000）

有価証券取引税 ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

そ の 他 費 用 3 0. 025 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数

（監 査 費 用） （0） （0. 001） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

（そ の 他） （3） （0. 024） 信託事務の処理等に関するその他の費用

合　　　　 計 6 0. 058
（注 1）�期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法によ

り算出した結果です。なお、売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組み入れているマザーファン
ドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。

（注 2）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 3）比率欄は 1万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

流　用
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■売買および取引の状況
（1）株　　　　式

（2017年 9 月20日から2018年 9 月19日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株　　数 金　　額 株　　数 金　　額

国内
千株 千円 千株 千円
48 104, 443 2, 111. 4 6, 680, 814 

（△ 345. 6） （ ―） 
（注 1 ）金額は受渡し代金。
（注 2 ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 3 ）金額の単位未満は切捨て。

（2）先物取引の種類別取引状況
（2017年 9 月20日から2018年 9 月19日まで）

種　類　別 買　　　建 売　　　建
新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額

国
内

百万円 百万円 百万円 百万円
株式先物取引 265 514 ― ― 

（注 1 ）金額は受渡し代金。
（注 2 ）単位未満は切捨て。

■主要な売買銘柄
株　　　　式

（2017年 9 月20日から2018年 9 月19日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
リクルートホールディングス 36 88, 455 2, 457 ファーストリテイリング 12 410, 088 34, 174 
日本郵政 12 15, 987 1, 332 ソフトバンクグループ 36 329, 436 9, 151 

ファナック 12 284, 364 23, 697 
ＫＤＤＩ 72 214, 056 2, 973 
東京エレクトロン 12 209, 124 17, 427 
京セラ 24 169, 848 7, 077 
ダイキン工業 12 138, 432 11, 536 
信越化学 12 121, 752 10, 146 
日東電工 12 114, 564 9, 547 
テルモ 24 107, 304 4, 471 

（注 1 ）金額は受渡し代金。
（注 2 ）金額の単位未満は切捨て。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（2017年 9 月20日から2018年 9 月19日まで）

項　　　　　目 当　　　　　期
（ａ）期中の株式売買金額 6, 785, 257千円 
（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 6, 583, 167千円 
（ｃ）売買高比率 （ａ）／（ｂ） 1. 03 
（注 1 ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 2 ）単位未満は切捨て。

（3）親投資信託受益証券の設定・解約状況
（2017年 9 月20日から2018年 9 月19日まで）

設　　　　定 解　　　　約
口　　数 金　　額 口　　数 金　　額

ダイワ・マネー
アセット・
マザーファンド

千口 千円 千口 千円

3, 896, 103 3, 900, 000 2, 817, 294 2, 819, 000 

（注）単位未満は切捨て。
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（2）ダイワ・マネーアセット・マザーファンドにおける期
中の利害関係人との取引状況
当期中における利害関係人との取引はありません。

■利害関係人との取引状況等
（1）期中の利害関係人との取引状況

（2017年 9 月20日から2018年 9 月19日まで）
決 算 期 当　　　　　　　期

区　　分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況 D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株式 104 ― ― 6, 680 6, 659 99. 7 
株式先物取引 265 ― ― 514 ― ― 
コール・ローン 322, 865 ― ― ― ― ― 

■組入資産明細表
（1）国内株式

（3）利害関係人の発行する有価証券等
（2017年 9 月20日から2018年 9 月19日まで）

種　　類 当 期
買　付　額 売　付　額 期末保有額

百万円 百万円 百万円

株式 ― 7 ― 
（注 1 ）金額は受渡し代金。
（注 2 ）単位未満は切捨て。

（5）期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への支
払比率

　当期中における売買委託手数料の利害関係人への支
払いはありません。

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第 1 項に規定される
利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、大和証券、
大和証券グループ本社です。

銘　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
水産・農林業（―）

日本水産 12 ― ―
マルハニチロ 1. 2 ― ―

鉱業（―）
国際石油開発帝石 4. 8 ― ―

建設業（―）
コムシスホールディングス 12 ― ―
大成建設 12 ― ―
大林組 12 ― ―
清水建設 12 ― ―
長谷工コーポレーシヨン 2. 4 ― ―
鹿島建設 12 ― ―
大和ハウス 12 ― ―
積水ハウス 12 ― ―

（4） 利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって
発行される有価証券

（2017年 9 月20日から2018年 9 月19日まで）

種　　　　　類 当　　　　　期
買　　付　　額

百万円
株式 15

（注 1 ）金額は受渡し代金。
（注 2 ）単位未満は切捨て。

銘　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
日揮 12 ― ―
千代田化工建 12 ― ―

食料品（―）
日清製粉Ｇ本社 12 ― ―
明治ホールディングス 2. 4 ― ―
日本ハム 12 ― ―
サッポロホールディングス 2. 4 ― ―
アサヒグループホールディン 12 ― ―
キリンＨＤ 12 ― ―
宝ホールディングス 12 ― ―
キッコーマン 12 ― ―
味の素 12 ― ―
ニチレイ 6 ― ―
日本たばこ産業 12 ― ―

銘　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
繊維製品（―）

東洋紡 12 ― ―
ユニチカ 12 ― ―
帝人 2. 4 ― ―
東レ 12 ― ―

パルプ・紙（―）
王子ホールディングス 12 ― ―
日本製紙 1. 2 ― ―
北越コーポレーション 12 ― ―

化学（―）
クラレ 12 ― ―
旭化成 12 ― ―
昭和電工 1. 2 ― ―
住友化学 12 ― ―
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銘　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
日産化学 12 ― ―
東ソー 12 ― ―
トクヤマ 12 ― ―
デンカ 12 ― ―
信越化学 12 ― ―
三井化学 12 ― ―
三菱ケミカル HLDGS 6 ― ―
宇部興産 12 ― ―
日本化薬 12 ― ―
花王 12 ― ―
富士フイルム HLDGS 12 ― ―
資生堂 12 ― ―
日東電工 12 ― ―

医薬品（―）
協和発酵キリン 12 ― ―
武田薬品 12 ― ―
アステラス製薬 60 ― ―
大日本住友製薬 12 ― ―
塩野義製薬 12 ― ―
中外製薬 12 ― ―
エーザイ 12 ― ―
第一三共 12 ― ―
大塚ホールディングス 12 ― ―

石油・石炭製品（―）
昭和シエル石油 12 ― ―
JXTG ホールディングス 12 ― ―

ゴム製品（―）
横浜ゴム 6 ― ―
ブリヂストン 12 ― ―

ガラス・土石製品（―）
ＡＧＣ 2. 4 ― ―
日本板硝子 1. 2 ― ―
日本電気硝子 3. 6 ― ―
住友大阪セメント 12 ― ―
太平洋セメント 12 ― ―
東海カーボン 12 ― ―
ＴＯＴＯ 6 ― ―
日本碍子 12 ― ―

鉄鋼（―）
新日鐵住金 1. 2 ― ―
神戸製鋼所 1. 2 ― ―
ＪＦＥホールディングス 1. 2 ― ―
日新製鋼 1. 2 ― ―
大平洋金属 12 ― ―

非鉄金属（―）
日本軽金属ＨＤ 12 ― ―
三井金属 12 ― ―
東邦亜鉛 12 ― ―
三菱マテリアル 1. 2 ― ―
住友鉱山 12 ― ―

銘　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
DOWA ホールディングス 12 ― ―
古河機金 12 ― ―
古河電工 1. 2 ― ―
住友電工 12 ― ―
フジクラ 12 ― ―

金属製品（―）
ＳＵＭＣＯ 1. 2 ― ―
東洋製罐グループ HD 12 ― ―

機械（―）
日本製鋼所 2. 4 ― ―
オークマ 12 ― ―
アマダホールディングス 12 ― ―
小松製作所 12 ― ―
住友重機械 12 ― ―
日立建機 12 ― ―
クボタ 12 ― ―
荏原製作所 2. 4 ― ―
ダイキン工業 12 ― ―
日本精工 12 ― ―
ＮＴＮ 12 ― ―
ジェイテクト 12 ― ―
日立造船 2. 4 ― ―
三菱重工業 12 ― ―
ＩＨＩ 12 ― ―

電気機器（―）
日清紡ホールディングス 12 ― ―
コニカミノルタ 12 ― ―
ミネベアミツミ 12 ― ―
日立 12 ― ―
三菱電機 12 ― ―
富士電機 12 ― ―
安川電機 12 ― ―
明電舎 12 ― ―
ジーエス・ユアサ コーポ 12 ― ―
日本電気 12 ― ―
富士通 12 ― ―
沖電気 1. 2 ― ―
セイコーエプソン 24 ― ―
パナソニック 12 ― ―
ソニー 12 ― ―
ＴＤＫ 12 ― ―
アルプス電気 12 ― ―
パイオニア 12 ― ―
横河電機 12 ― ―
アドバンテスト 24 ― ―
カシオ 12 ― ―
ファナック 12 ― ―
京セラ 24 ― ―
太陽誘電 12 ― ―
SCREEN ホールディングス 2. 4 ― ―

銘　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
キヤノン 18 ― ―
リコー 12 ― ―
東京エレクトロン 12 ― ―

輸送用機器（―）
デンソー 12 ― ―
三井 E&SHD 12 ― ―
川崎重工業 12 ― ―
日産自動車 12 ― ―
いすゞ自動車 6 ― ―
トヨタ自動車 12 ― ―
日野自動車 12 ― ―
三菱自動車工業 1. 2 ― ―
マツダ 2. 4 ― ―
本田技研 24 ― ―
スズキ 12 ― ―
SUBARU 12 ― ―
ヤマハ発動機 12 ― ―

精密機器（―）
テルモ 24 ― ―
ニコン 12 ― ―
オリンパス 12 ― ―
シチズン時計 12 ― ―

その他製品（―）
凸版印刷 12 ― ―
大日本印刷 12 ― ―
ヤマハ 12 ― ―

電気・ガス業（―）
東京電力ＨＤ 1. 2 ― ―
中部電力 1. 2 ― ―
関西電力 1. 2 ― ―
東京瓦斯 12 ― ―
大阪瓦斯 12 ― ―

陸運業（―）
東武鉄道 12 ― ―
東京急行 6 ― ―
小田急電鉄 6 ― ―
京王電鉄 12 ― ―
京成電鉄 6 ― ―
東日本旅客鉄道 1. 2 ― ―
西日本旅客鉄道 1. 2 ― ―
東海旅客鉄道 1. 2 ― ―
日本通運 12 ― ―
ヤマトホールディングス 12 ― ―

海運業（―）
日本郵船 12 ― ―
商船三井 12 ― ―
川崎汽船 12 ― ―

空運業（―）
ANA ホールディングス 12 ― ―

倉庫・運輸関連業（―）
三菱倉庫 12 ― ―
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■投資信託財産の構成
2018年 9 月19日現在

項　　　　　目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
ダイワ・マネーアセット・
マザーファンド 1, 079, 024 35. 7 

コール・ローン等、その他 1, 941, 588 64. 3 
投資信託財産総額 3, 020, 613 100. 0 

（注）評価額の単位未満は切捨て。

（2）親投資信託残高

種　　　　　類 期　　首 当　　期　　末
口　　数 口　　数 評 価 額

千口 千口 千円
ダイワ・マネーアセット・
マザーファンド ― 1, 078, 808 1, 079, 024 

（注）単位未満は切捨て。

銘　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
情報・通信業（―）

ヤフー 4. 8 ― ―
トレンドマイクロ 12 ― ―
スカパー JSATHD 1. 2 ― ―
日本電信電話 2. 4 ― ―
ＫＤＤＩ 72 ― ―
ＮＴＴドコモ 1. 2 ― ―
東宝 1. 2 ― ―
ＮＴＴデータ 60 ― ―
コナミホールディングス 12 ― ―
ソフトバンクグループ 36 ― ―

卸売業（―）
双日 1. 2 ― ―
伊藤忠 12 ― ―
丸紅 12 ― ―
豊田通商 12 ― ―
三井物産 12 ― ―
住友商事 12 ― ―
三菱商事 12 ― ―

小売業（―）
J.  フロント リテイリング 6 ― ―
三越伊勢丹ＨＤ 12 ― ―
セブン & アイ・HLDGS 12 ― ―
ユニー・ファミリーマート HD 12 ― ―
高島屋 12 ― ―

銘　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
丸井グループ 12 ― ―
イオン 12 ― ―
ファーストリテイリング 12 ― ―

銀行業（―）
コンコルディア・フィナンシャル 12 ― ―
新生銀行 12 ― ―
あおぞら銀行 12 ― ―
三菱 UFJ フィナンシャル G 12 ― ―
りそなホールディングス 1. 2 ― ―
三井住友トラスト HD 1. 2 ― ―
三井住友フィナンシャル G 1. 2 ― ―
千葉銀行 12 ― ―
ふくおかフィナンシャル G 12 ― ―
静岡銀行 12 ― ―
みずほフィナンシャルＧ 12 ― ―

証券、商品先物取引業（―）
大和証券Ｇ本社 12 ― ―
野村ホールディングス 12 ― ―
松井証券 12 ― ―

保険業（―）
SOMPO ホールディングス 3 ― ―
ＭＳ＆ＡＤ 3. 6 ― ―
ＳＯＮＹ ＦＨ 2. 4 ― ―
第一生命 HLDGS 1. 2 ― ―
東京海上ＨＤ 6 ― ―

銘　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
T&D ホールディングス 2. 4 ― ―

その他金融業（―）
クレディセゾン 12 ― ―

不動産業（―）
東急不動産ＨＤ 12 ― ―
三井不動産 12 ― ―
三菱地所 12 ― ―
東京建物 6 ― ―
住友不動産 12 ― ―

サービス業（―）
ディー・エヌ・エー 3. 6 ― ―
電通 12 ― ―
楽天 12 ― ―
東京ドーム 6 ― ―
セコム 12 ― ―

千株 千株 千円

合計
株 数、 金 額 2, 409 ― ―

銘柄数＜比率＞ 225銘柄 ― ＜―＞
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■資産、負債、元本および基準価額の状況
2018年 9 月19日現在

項　　　　　目 当　　期　　末
（Ａ）資産 3, 020, 613, 346円

コール・ローン等 1, 143, 788, 678  
ダイワ・マネーアセット・
マザーファンド（評価額） 1, 079, 024, 668  

未収入金 797, 800, 000  
（Ｂ）負債 1, 222, 264, 522  

未払解約金 1, 222, 238, 818  
その他未払費用 25, 704  

（Ｃ）純資産総額（Ａ－Ｂ） 1, 798, 348, 824  
元本 1, 630, 392, 064  
次期繰越損益金 167, 956, 760  

（Ｄ）受益権総口数 1, 630, 392, 064口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 11, 030円

＊ 期首における元本額は6, 218, 817, 152円、当期中における追加設定元本額は
207, 392, 386円、同解約元本額は4, 795, 817, 474円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は11, 030円です。

■損益の状況
当期  自 2017年 9 月20日  至 2018年 9 月19日

項　　　　　目 当　　　　期
（Ａ）配当等収益 11, 509, 449円

受取配当金 12, 346, 623
受取利息 340
その他収益金 2, 797
支払利息 △ 840, 311

（Ｂ）有価証券売買損益 25, 796, 829
売買益 58, 709, 321
売買損 △ 32, 912, 492

（Ｃ）先物取引等損益 2, 448, 542
取引益 2, 448, 542

（Ｄ）信託報酬等 △ 2, 035, 645
（Ｅ）当期損益金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 37, 719, 175
（Ｆ）前期繰越損益金 123, 075, 153
（Ｇ）追加信託差損益金 7, 162, 432

（配当等相当額） （ 25, 316, 003）
（売買損益相当額） （△ 18, 153, 571）

（Ｈ）合計（Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） 167, 956, 760
次期繰越損益金（Ｈ） 167, 956, 760
追加信託差損益金 7, 162, 432

（配当等相当額） （ 25, 316, 003）
（売買損益相当額） （△ 18, 153, 571）
分配準備積立金 160, 794, 328

（注 1 ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 2 ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 3 ） 収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表をご参照
ください。

■収益分配金の計算過程（総額）
項　　　　目 当　　　期

（ａ）経費控除後の配当等収益 10, 435, 996円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 27, 283, 179　
（ｃ）収益調整金 25, 316, 003　
（ｄ）分配準備積立金 123, 075, 153　
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） 186, 110, 331　
（ｆ）分配金  0　
（ｇ）翌期繰越分配対象額（ｅ－ｆ） 186, 110, 331　
（ｈ）受益権総口数 1, 630, 392, 064口

【注記】

　「日経平均株価」に関する著作権、知的所有権、その他一切の権利は日本経済新聞社に帰属します。日本経済新聞社は日経平均株
価を継続的に公表する義務を負うものではなく、その誤謬、遅延または中断に関して責任を負いません。また、「ダイワ日本株式イ
ンデックス・ファンド－シフト11 Ver4－」について、日本経済新聞社は一切の責任を負うものではありません。
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ダイワ・マネーアセット・マザーファンド

＜補足情報＞
当ファンド（ダイワ日本株式インデックス・ファンド－シフト11 Ver4－）が投資対象としている「ダイワ・マネー

アセット・マザーファンド」の決算日（2017年12月11日）と、当ファンドの決算日が異なっておりますので、当ファン
ドの決算日（2018年 9 月19日）現在におけるダイワ・マネーアセット・マザーファンドの組入資産の内容等を14ページ
に併せて掲載いたしました。

■組入資産明細表

2018年 9 月19日現在、有価証券等の組み入れはありません。

■ダイワ・マネーアセット・マザーファンドの主要な売買銘柄
公　 社　 債

（2017年 9 月20日から2018年 9 月19日まで）
買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付

銘 柄 金 額 銘 柄 金 額
千円 千円

723 国庫短期証券  2018/3/5 90, 000 
707 国庫短期証券  2017/12/11 70, 000 
757 国庫短期証券  2018/8/13 50, 000 
731 国庫短期証券  2018/7/10 40, 000 

（注 1 ）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注 2 ）単位未満は切捨て。
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ストックインデックス 2 2 5・マザーファンド
運用報告書　第17期　（決算日　2018年 9 月19日）

（計算期間　2017年 9 月20日～2018年 9 月19日）

　ストックインデックス 2 2 5・マザーファンドの第17期にかかる運用状況をご報告申し上げます。

★当ファンドの仕組みは次の通りです。

運 用 方 針 わが国の株式市場の動きと長期成長をとらえることを目標に、日経平均株価をモデルとして運
用を行ないます。

主要投資対象 わが国の金融商品取引所上場株式のうち日経平均株価に採用された銘柄

運 用 方 法
投資成果を日経平均株価の動きにできるだけ連動させるため、次のポートフォリオ管理を行な
います。
　イ．上記投資対象銘柄のうちの200銘柄以上に、原則として、等株数投資を行ないます。
　ロ．株式の組入比率は、高位を保ちます。

株式組入制限 無制限

15



ストックインデックス 2 2 5・マザーファンド

■当期中の基準価額と市況の推移

年　月　日
基 準 価 額 日経平均株価 株　式

組　入
比　率

株　式
先　物
比　率騰落率（ベンチマーク）騰落率

円 ％ 円 ％ ％ ％
（期首）2017年 9 月19日 24, 389 ― 20, 299. 38 ― 97. 2 1. 8

9 月末 24, 613 0. 9 20, 356. 28 0. 3 97. 2 2. 8
10月末 26, 626 9. 2 22, 011. 61 8. 4 98. 1 1. 9
11月末 27, 495 12. 7 22, 724. 96 11. 9 97. 6 2. 4
12月末 27, 580 13. 1 22, 764. 94 12. 1 97. 7 2. 3

2018年 1 月末 27, 989 14. 8 23, 098. 29 13. 8 98. 0 1. 9
2 月末 26, 765 9. 7 22, 068. 24 8. 7 97. 8 2. 2
3 月末 26, 214 7. 5 21, 454. 30 5. 7 98. 0 2. 1
4 月末 27, 462 12. 6 22, 467. 87 10. 7 98. 0 2. 0
5 月末 27, 143 11. 3 22, 201. 82 9. 4 97. 6 2. 5
6 月末 27, 303 11. 9 22, 304. 51 9. 9 98. 6 1. 4
7 月末 27, 609 13. 2 22, 553. 72 11. 1 98. 5 1. 5
8 月末 28, 005 14. 8 22, 865. 15 12. 6 98. 8 1. 2

（期末）2018年 9 月19日 28, 999 18. 9 23, 672. 52 16. 6 97. 9 1. 1
（注 1 ）騰落率は期首比。
（注 2 ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：24, 389円　期末：28, 999円　騰落率：18. 9％
【基準価額の主な変動要因】

ベンチマーク（日経平均株価）への連動をめざした運用を行なった
結果、ベンチマークの動きを反映して、基準価額は上昇しました。く
わしくは「投資環境について」をご参照ください。

◆投資環境について
○国内株式市況

国内株式市況は、期首より、米国の2017年内の利上げ観測が高ま
り円安米ドル高となったことや、北朝鮮に関わる地政学リスクが後
退したこと、2017年10月に行なわれた衆議院議員選挙で連立与党が
勝利したことなどを受け、上昇しました。その後も、堅調な国内企
業業績や、米国税制改革法案の議会審議の進展および同法の成立が
好感され、株価は上昇しました。しかし、2018年 2 月に米国の長期
金利が急上昇したこと、また 3 月に米国が新たな関税を課す方針を
示し貿易摩擦激化への懸念が高まったことにより、株価は下落しま
した。 4 月以降は、米国の保護主義的な政策への警戒感が強まる一
方、堅調な景気や企業業績が評価される局面があったことや、通商
問題でも一部で妥協を探る動きなどがあり、株価は横ばい圏で推移
しました。 9 月中旬に米中貿易摩擦への懸念が和らぐと、上昇して
期末を迎えました。

◆前期における「今後の運用方針」
当ファンドの運用方針に基づき、ベンチマークに連動する投資成

果をめざして運用を行なってまいります。
◆ポートフォリオについて

株式の組み入れを中心に、日経平均先物取引も一部利用し、期を通
じて、実質株式組入比率をおおむね99％程度以上の水準に維持しまし
た。

株式ポートフォリオにつきましては、日経平均株価採用銘柄のうち
当社独自の基準で財務リスクが高いと判断される銘柄を除いた残りす
べての銘柄に投資を行ない、日経平均株価の動きに連動するように、
ポートフォリオを構築し運用しております。当期につきましては、日
経平均株価に採用されている全銘柄を組み入れて運用を行ないまし
た。

また、日経平均株価採用銘柄の入れ替え時には、その都度、組入銘
柄の入れ替えを行ない、連動性の維持に努めました。

◆ベンチマークとの差異について
ベンチマーク（日経平均株価）の騰落率は16. 6％となりました。一

方、当ファンドの基準価額の騰落率は18. 9％となりました。
・ファンドには保有している株式の配当金が計上されたのに対して、

ベンチマークである日経平均株価では配当金の影響が考慮されない
ことが、プラス要因となりました。

・資金の流出入に伴う現物株式および株式先物の売買等によるコスト
負担等が、マイナス要因となりました。

《今後の運用方針》
当ファンドの運用方針に基づき、ベンチマークに連動する投資成果を

めざして運用を行なってまいります。

（円）
30, 000

28, 000

26, 000

24, 000

22, 000
期　首

（2017. 9. 19）
期　末

（2018. 9. 19）

基準価額
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ストックインデックス 2 2 5・マザーファンド

■売買および取引の状況
（1）株　　　　式

（2017年 9 月20日から2018年 9 月19日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株 数 金 額 株 数 金 額

国内
千株 千円 千株 千円

9, 299. 6 30, 367, 771 8, 566. 9 27, 206, 861 
（△ 7, 336. 8） （ ―） 

（注 1 ）金額は受渡し代金。
（注 2 ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 3 ）金額の単位未満は切捨て。

（2）先物取引の種類別取引状況
（2017年 9 月20日から2018年 9 月19日まで）

種　類　別 買　　　建 売　　　建
新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額

国
内

百万円 百万円 百万円 百万円
株式先物取引 42, 950 44, 114 ― ― 

（注 1 ）金額は受渡し代金。
（注 2 ）単位未満は切捨て。

■主要な売買銘柄
株　　　　　式

（2017年 9 月20日から2018年 9 月19日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
ファーストリテイリング 48 2, 167, 229 45, 150 ファーストリテイリング 46 1, 900, 611 41, 317 
リクルートホールディングス 864 2, 163, 470 2, 504 ソフトバンクグループ 138 1, 327, 666 9, 620 
ソフトバンクグループ 144 1, 248, 434 8, 669 ファナック 46 1, 106, 318 24, 050 
ファナック 48 1, 219, 059 25, 397 東京エレクトロン 46 857, 742 18, 646 
東京エレクトロン 48 941, 421 19, 612 ＫＤＤＩ 276 831, 705 3, 013 
ＫＤＤＩ 288 808, 922 2, 808 京セラ 92 653, 865 7, 107 
京セラ 96 604, 820 6, 300 ダイキン工業 46 580, 818 12, 626 
ダイキン工業 48 601, 392 12, 529 信越化学 46 488, 696 10, 623 
テルモ 96 544, 624 5, 673 テルモ 92 478, 152 5, 197 
信越化学 48 524, 609 10, 929 日東電工 46 432, 894 9, 410 

（注 1 ）金額は受渡し代金。
（注 2 ）金額の単位未満は切捨て。

■ 1 万口当りの費用の明細
項 目 当　　　期

売買委託手数料 0円
（株式） （ 0） 
（先物・オプション） （ 0） 

有価証券取引税 ―
その他費用 0  

（その他） （ 0） 
合 計 1  

（注 1 ） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって
受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。費用の項
目および算出法については前掲の「 1 万口当りの費用の明細」の項目の概
要をご参照ください。

（注 2 ） 各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
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ストックインデックス 2 2 5・マザーファンド

■組入資産明細表
（1）国内株式

銘　　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
水産・農林業（0. 2％）

日本水産 250 252 161, 532
マルハニチロ 25 25. 2 102, 438

鉱業（0. 1％）
国際石油開発帝石 100 100. 8 138, 448

建設業（2. 5％）
コムシスホールディングス 250 252 817, 740
大成建設 250 50. 4 252, 504
大林組 250 252 274, 176
清水建設 250 252 252, 252
長谷工コーポレーシヨン 50 50. 4 75, 297
鹿島建設 250 252 202, 356
大和ハウス 250 252 831, 852
積水ハウス 250 252 436, 716
日揮 250 252 605, 556
千代田化工建 250 252 213, 948

食料品（4. 5％）
日清製粉Ｇ本社 250 252 583, 128
明治ホールディングス 50 50. 4 375, 480
日本ハム 250 126 510, 300
サッポロホールディングス 50 50. 4 117, 784
アサヒグループホールディン 250 252 1, 241, 352
キリンＨＤ 250 252 732, 564
宝ホールディングス 250 252 383, 544
キッコーマン 250 252 1, 670, 760
味の素 250 252 481, 950
ニチレイ 125 126 363, 384
日本たばこ産業 250 252 753, 480

繊維製品（0. 2％）
東洋紡 250 25. 2 47, 527
ユニチカ 250 25. 2 17, 791
帝人 50 50. 4 111, 535
東レ 250 252 218, 383

パルプ・紙（0. 2％）
王子ホールディングス 250 252 205, 632
日本製紙 25 25. 2 51, 206
北越コーポレーション 250 ― ―

化学（8. 8％）
クラレ 250 252 413, 784
旭化成 250 252 425, 880
昭和電工 25 25. 2 136, 080
住友化学 250 252 162, 540
日産化学 250 252 1, 512, 000
東ソー 250 126 216, 972
トクヤマ 250 50. 4 154, 980
デンカ 250 50. 4 192, 024
信越化学 250 252 2, 477, 916
三井化学 250 50. 4 143, 035

銘　　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
三菱ケミカル HLDGS 125 126 127, 323
宇部興産 250 25. 2 71, 895
日本化薬 250 252 331, 884
花王 250 252 2, 281, 860
富士フイルム HLDGS 250 252 1, 287, 468
資生堂 250 252 1, 997, 856
日東電工 250 252 2, 146, 032

医薬品（8. 5％）
協和発酵キリン 250 252 528, 444
武田薬品 250 252 1, 180, 872
アステラス製薬 1, 250 1, 260 2, 528, 190
大日本住友製薬 250 252 611, 604
塩野義製薬 250 252 1, 818, 432
中外製薬 250 252 1, 758, 960
エーザイ 250 252 2, 657, 340
第一三共 250 252 1, 154, 160
大塚ホールディングス 250 252 1, 364, 076

石油・石炭製品（0. 5％）
昭和シエル石油 250 252 611, 604
JXTG ホールディングス 250 252 210, 420

ゴム製品（0. 9％）
横浜ゴム 125 126 300, 384
ブリヂストン 250 252 1, 069, 740

ガラス・土石製品（1. 5％）
ＡＧＣ 50 50. 4 238, 392
日本板硝子 25 25. 2 30, 567
日本電気硝子 75 75. 6 261, 954
住友大阪セメント 250 252 122, 724
太平洋セメント 250 25. 2 86, 688
東海カーボン 250 252 520, 128
ＴＯＴＯ 125 126 616, 770
日本碍子 250 252 455, 112

鉄鋼（0. 2％）
新日鐵住金 25 25. 2 58, 224
神戸製鋼所 25 25. 2 24, 091
ＪＦＥホールディングス 25 25. 2 62, 924
日新製鋼 25 25. 2 40, 622
大平洋金属 250 25. 2 94, 626

非鉄金属（1. 1％）
日本軽金属ＨＤ 250 252 62, 244
三井金属 250 25. 2 77, 616
東邦亜鉛 250 25. 2 102, 060
三菱マテリアル 25 25. 2 81, 774
住友鉱山 250 126 477, 036
DOWA ホールディングス 250 50. 4 175, 392
古河機金 250 25. 2 41, 202
古河電工 25 25. 2 94, 248
住友電工 250 252 453, 348

銘　　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
フジクラ 250 252 152, 208

金属製品（0. 4％）
ＳＵＭＣＯ 25 25. 2 42, 184
東洋製罐グループ HD 250 252 584, 388

機械（5. 2％）
日本製鋼所 50 50. 4 140, 666
オークマ 250 50. 4 312, 480
アマダホールディングス 250 252 294, 084
小松製作所 250 252 827, 064
住友重機械 250 50. 4 196, 560
日立建機 250 252 888, 300
クボタ 250 252 465, 696
荏原製作所 50 50. 4 196, 560
ダイキン工業 250 252 3, 932, 460
日本精工 250 252 319, 536
ＮＴＮ 250 252 115, 920
ジェイテクト 250 252 411, 012
日立造船 50 50. 4 23, 234
三菱重工業 250 25. 2 104, 907
ＩＨＩ 250 25. 2 111, 762

電気機器（17. 6％）
日清紡ホールディングス 250 252 332, 136
コニカミノルタ 250 252 298, 368
ミネベアミツミ 250 252 540, 036
日立 250 252 188, 294
三菱電機 250 252 384, 678
富士電機 250 252 233, 352
安川電機 250 252 882, 000
明電舎 250 ― ―
ジーエス・ユアサ コーポ 250 252 140, 364
日本電気 250 25. 2 77, 112
富士通 250 252 205, 279
沖電気 25 25. 2 36, 288
セイコーエプソン 500 504 984, 816
パナソニック 250 252 339, 570
ソニー 250 252 1, 683, 864
ＴＤＫ 250 252 3, 071, 880
アルプス電気 250 252 784, 980
パイオニア 250 252 26, 964
横河電機 250 252 591, 948
アドバンテスト 500 504 1, 212, 624
カシオ 250 252 468, 720
ファナック 250 252 5, 586, 840
京セラ 500 504 3, 335, 976
太陽誘電 250 252 708, 372
SCREEN ホールディングス 50 50. 4 368, 424
キヤノン 375 378 1, 343, 034
リコー 250 252 300, 132
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（2）先物取引の銘柄別期末残高（評価額）

銘　柄　別 当　　　期　　　末
買　建　額 売　建　額

国
内日経平均

百万円 百万円 
1, 881 ― 

（注）単位未満は切捨て。

銘　　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
東京エレクトロン 250 252 4, 125, 240

輸送用機器（5. 8％）
デンソー 250 252 1, 438, 164
三井 E&SHD 250 25. 2 51, 030
川崎重工業 250 25. 2 79, 758
日産自動車 250 252 273, 798
いすゞ自動車 125 126 220, 752
トヨタ自動車 250 252 1, 768, 788
日野自動車 250 252 311, 472
三菱自動車工業 25 25. 2 19, 807
マツダ 50 50. 4 66, 654
本田技研 500 504 1, 705, 032
スズキ 250 252 1, 789, 452
SUBARU 250 252 823, 788
ヤマハ発動機 250 252 737, 604

精密機器（3. 2％）
テルモ 500 504 3, 291, 120
ニコン 250 252 539, 784
オリンパス 250 252 1, 127, 700
シチズン時計 250 252 187, 236

その他製品（1. 3％）
凸版印刷 250 252 229, 572
大日本印刷 250 126 334, 530
ヤマハ 250 252 1, 469, 160

電気・ガス業（0. 2％）
東京電力ＨＤ 25 25. 2 13, 482
中部電力 25 25. 2 43, 054
関西電力 25 25. 2 41, 139
東京瓦斯 250 50. 4 139, 658
大阪瓦斯 250 50. 4 109, 922

陸運業（2. 3％）
東武鉄道 250 50. 4 171, 612
東京急行 125 126 258, 930
小田急電鉄 125 126 340, 956
京王電鉄 250 50. 4 315, 000
京成電鉄 125 126 495, 180
東日本旅客鉄道 25 25. 2 268, 884
西日本旅客鉄道 25 25. 2 196, 887
東海旅客鉄道 25 25. 2 586, 404
日本通運 250 25. 2 187, 236
ヤマトホールディングス 250 252 849, 996

海運業（0. 1％）
日本郵船 250 25. 2 53, 298
商船三井 250 25. 2 79, 632
川崎汽船 250 25. 2 56, 624

空運業（0. 1％）
ANA ホールディングス 250 25. 2 99, 414

倉庫・運輸関連業（0. 2％）
三菱倉庫 250 126 353, 682

情報・通信業（11. 3％）
ヤフー 100 100. 8 41, 126

銘　　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
トレンドマイクロ 250 252 1, 794, 240
スカパー JSATHD 25 25. 2 13, 910
日本電信電話 50 50. 4 259, 761
ＫＤＤＩ 1, 500 1, 512 4, 672, 080
ＮＴＴドコモ 25 25. 2 76, 834
東宝 25 25. 2 89, 334
ＮＴＴデータ 1, 250 1, 260 1, 964, 340
コナミホールディングス 250 252 1, 078, 560
ソフトバンクグループ 750 756 8, 251, 740

卸売業（2. 3％）
双日 25 25. 2 10, 155
伊藤忠 250 252 527, 310
丸紅 250 252 251, 344
豊田通商 250 252 1, 030, 680
三井物産 250 252 495, 306
住友商事 250 252 472, 878
三菱商事 250 252 875, 196

小売業（12. 7％）
J.  フロント リテイリング 125 126 208, 404
三越伊勢丹ＨＤ 250 252 340, 452
セブン & アイ・HLDGS 250 252 1, 285, 200
ユニー・ファミリーマート HD 250 252 2, 787, 120
高島屋 250 126 234, 360
丸井グループ 250 252 677, 880
イオン 250 252 671, 202
ファーストリテイリング 250 252 14, 169, 960

銀行業（0. 8％）
コンコルディア・フィナンシャル 250 252 137, 844
新生銀行 250 25. 2 44, 528
あおぞら銀行 250 25. 2 101, 052
三菱 UFJ フィナンシャル G 250 252 177, 080
りそなホールディングス 25 25. 2 15, 732
三井住友トラスト HD 25 25. 2 115, 340
三井住友フィナンシャル G 25 25. 2 114, 357
千葉銀行 250 252 186, 732
ふくおかフィナンシャル G 250 252 158, 760
静岡銀行 250 252 243, 936
みずほフィナンシャルＧ 250 252 49, 971

証券、商品先物取引業（0. 4％）
大和証券Ｇ本社 250 252 174, 384
野村ホールディングス 250 252 136, 508
松井証券 250 252 301, 392

保険業（1. 0％）
SOMPO ホールディングス 62. 5 63 298, 998
ＭＳ＆ＡＤ 75 75. 6 276, 620
ＳＯＮＹ ＦＨ 50 50. 4 120, 859
第一生命 HLDGS 25 25. 2 57, 997
東京海上ＨＤ 125 126 686, 322
T&D ホールディングス 50 50. 4 90, 064

その他金融業（0. 3％）
クレディセゾン 250 252 453, 852

銘　　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
不動産業（1. 6％）

東急不動産ＨＤ 250 252 198, 576
三井不動産 250 252 664, 398
三菱地所 250 252 486, 360
東京建物 125 126 171, 486
住友不動産 250 252 1, 005, 732

サービス業（4. 5％）
ディー・エヌ・エー 75 75. 6 145, 076
電通 250 252 1, 307, 880
楽天 250 252 211, 831
リクルートホールディングス ― 756 2, 770, 740
日本郵政 ― 252 338, 436
東京ドーム 125 126 126, 882
セコム 250 252 2, 341, 836

千株 千株 千円

合計
株 数、 金 額 50, 187. 5 43, 583. 4 160, 769, 568

銘柄数＜比率＞ 225銘柄 225銘柄 ＜97. 9％＞
（注 1 ） 銘柄欄の（　）内は国内株式の評価総額に対する

各業種の比率。
（注 2 ） 合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価

額の比率。
（注 3 ）評価額の単位未満は切捨て。
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■投資信託財産の構成
2018年 9 月19日現在

項　　　　　　目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　　率

千円 ％
株式 160, 769, 568 96. 6 
コール・ローン等、その他 5, 681, 961 3. 4 
投資信託財産総額 166, 451, 530 100. 0 

（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
2018年 9 月19日現在

項　　　　目 当　　期　　末
（Ａ）資産 167, 241, 390, 410円

コール・ローン等 1, 698, 693, 137  
株式（評価額） 160, 769, 568, 960  
未収入金 3, 877, 834, 313  
未収配当金 105, 434, 000  
差入委託証拠金 789, 860, 000  

（Ｂ）負債 2, 956, 147, 788  
未払解約金 2, 089, 819, 500  
差入委託証拠金代用有価証券 866, 300, 000  
その他未払費用 28, 288  

（Ｃ）純資産総額（Ａ－Ｂ） 164, 285, 242, 622  
元本 56, 651, 695, 845  
次期繰越損益金 107, 633, 546, 777  

（Ｄ）受益権総口数 56, 651, 695, 845口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 28, 999円

＊ 期首における元本額は56, 891, 999, 288円、当期中における追加設定元本額は
14, 141, 470, 208円、同解約元本額は14, 381, 773, 651円です。

＊ 当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額は、ストッ
ク インデックス ファンド 2 2 5　27, 895, 175, 418円、適格機関投資家専用・ダイ
ワ・ストックインデックスファンド 2 2 5ＶＡ729, 679, 107円、大和 ストック イ
ンデックス 2 2 5 ファンド9, 955, 023, 672円、Ｄ－Ｉ'ｓ 日経 2 2 5 インデックス
124, 378, 246円、iFree 日経 2 2 5 インデックス833, 850, 889円、ＤＣ・ダイワ・ス
トックインデックス 2 2 5（確定拠出年金専用ファンド）5, 332, 826, 806円、ダイ
ワ・ノーロード 日経 2 2 5 ファンド251, 076, 604円、ダイワファンドラップ 日経
2 2 5 インデックス2, 399, 270, 132円、ダイワ日経 2 2 5 インデックス（ダイワ
Ｓ Ｍ Ａ 専 用 ）9, 740, 271円、 ダ イ ワ・ イ ン デ ッ ク ス セ レ ク ト 日 経 2 2 5　
9, 120, 674, 700円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は28, 999円です。

■損益の状況
当期  自 2017年 9 月20日  至 2018年 9 月19日

項　　　　目 当　　　　期
（Ａ）配当等収益 2, 657, 009, 415円

受取配当金 2, 657, 812, 812  
受取利息 1, 123  
その他収益金 398, 728  
支払利息 △  1, 203, 248  

（Ｂ）有価証券売買損益 22, 714, 236, 311  
売買益 28, 423, 577, 616  
売買損 △  5, 709, 341, 305  

（Ｃ）先物取引等損益 547, 105, 405  
取引益 902, 243, 165  
取引損 △  355, 137, 760  

（Ｄ）その他費用 △  817, 994  
（Ｅ）当期損益金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 25, 917, 533, 137  
（Ｆ）前期繰越損益金 81, 864, 245, 513  
（Ｇ）解約差損益金 △  23, 893, 274, 665  
（Ｈ）追加信託差損益金 23, 745, 042, 792  
（Ｉ）合計（Ｅ＋Ｆ＋Ｇ＋Ｈ） 107, 633, 546, 777  

次期繰越損益金（Ｉ） 107, 633, 546, 777  
（注 1 ） 解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注 2 ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。
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ダイワ・マネーアセット・マザーファンド

運用報告書　第６期（決算日　2017年12月11日）

（計算期間　2016年12月10日～2017年12月11日）

ダイワ・マネーアセット・マザーファンドの第６期にかかる運用状況をご報告申し上げます。

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
運 用 方 針 安定した収益の確保をめざして安定運用を行ないます。
主 要 投 資 対 象 円建ての債券

運 用 方 法
①円建ての債券を中心に投資し、安定した収益の確保をめざして安定運用を行ないます。
②円建資産への投資にあたっては、残存期間が１年未満、取得時においてＡ－２格相当以上の債
券およびコマーシャル・ペーパーに投資することを基本とします。

株 式 組 入 制 限 純資産総額の10％以下
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■資産、負債、元本および基準価額の状況
2017年12月11日現在

項 目 当 期 末
(Ａ) 資産 17,415,714,754円

コール・ローン等 17,415,714,754
(Ｂ) 負債 －
(Ｃ) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 17,415,714,754

元本 17,399,953,390
次期繰越損益金 15,761,364

(Ｄ) 受益権総口数 17,399,953,390口
１万口当り基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,009円

＊期首における元本額は10,476,400,958円、当期中における追加設定元本額は
9,625,428,641円、同解約元本額は2,701,876,209円です。

＊当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額は、ダイワ
債券コア戦略ファンド（為替ヘッジあり）999円、ダイワ債券コア戦略ファンド
（為替ヘッジなし）999円、通貨選択型ダイワ米国株主還元株αクワトロプレミ
アム（毎月分配型）219,583円、通貨選択型ダイワ米国株主還元株αクワトロプ
レミアム（年２回決算型）24,953円、ダイワ米国株主還元株ツインαプレミア
ム（毎月分配型）848,389円、ダイワ米国株主還元株ツインαプレミアム（年２
回決算型）66,873円、ダイワ米国株主還元株ファンド36,730,213円、ダイワ
ＤＢモメンタム戦略ファンド（為替ヘッジあり）6,592,748円、ダイワＤＢモメ
ンタム戦略ファンド（為替ヘッジなし）10,288,683円、ダイワ／ＮＢ・米国債
券戦略ファンド　為替ヘッジあり（年１回決算型）4,995円、ダイワ／ＮＢ・米
国債券戦略ファンド　為替ヘッジなし（年１回決算型）4,995円、世界ハイブ
リッド証券ファンド2014－04（為替ヘッジあり／限定追加型）999円、世界ハ
イブリッド証券ファンド2014－07（為替ヘッジあり／限定追加型）999円、世
界ハイブリッド証券ファンド2014－10（為替ヘッジあり／限定追加型）999円、
世界ハイブリッド証券ファンド2015－01（為替ヘッジあり／限定追加型）999
円、ダイワ・ブラジル・レアル債α（毎月分配型）－スーパー・ハイインカム－　
α50コース49,911円、ダイワ・ブラジル・レアル債α（毎月分配型）－スー
パー・ハイインカム－　α100コース49,911円、ダイワ・オーストラリア高配
当株ファンド・マネー・ポートフォリオ32,460,107円、ダイワ日本株式イン
デックス・ファンド－シフト11　Ver３－858,588,190円、ダイワ日本株式イ
ンデックス・ファンド－シフト11　Ver６－3,325,620,751円、ダイワ日本株
式インデックス・ファンド－シフト11　Ver７－828,595,357円、ダイワ日本
株式インデックス・ファンド－シフト11　Ver４－3,326,673,327円、ダイワ
日本株式インデックス・ファンド－シフト12　Ver２－549,443,563円、ダイ
ワ日本株式インデックス・ファンド－シフト11　Ver５－2,095,808,384円、
ダイワ円債セレクト　マネーコース808,108,471円、ダイワ・スイス高配当株
ツインα（毎月分配型）2,996,106円、通貨選択型ダイワ世界インカム・ハン
ター（毎月分配型）為替ヘッジなしコース5,990,216円、通貨選択型ダイワ世界
インカム・ハンター（毎月分配型）日本円コース1,397,544円、通貨選択型ダイ
ワ世界インカム・ハンター（毎月分配型）ブラジル・レアル・コース3,994,008
円、通貨選択型ダイワ世界インカム・ハンター（毎月分配型）通貨セレクト・
コース1,597,623円、ダイワ世界インカム・ハンター（年２回決算型）為替ヘッ
ジあり40,885円、ダイワ世界インカム・ハンター（年２回決算型）為替ヘッジ
なし100,789円、ダイワ／ＮＢ・米国債券戦略ファンド　為替ヘッジあり（毎月
分配型）1,235円、ダイワ／ＮＢ・米国債券戦略ファンド　為替ヘッジなし（毎

■投資信託財産の構成
2017年12月11日現在

項 目
当 期 末

評 価 額 比 率
千円 ％

コール・ローン等、その他 17,415,714 100.0
投資信託財産総額 17,415,714 100.0

（注）評価額の単位未満は切捨て。

■組入資産明細表

当期末における有価証券等の組み入れはありません。

月分配型）1,598円、通貨選択型　ダイワ／ＮＢ・米国債券戦略ファンド　日本
円コース（毎月分配型）1,544円、通貨選択型　ダイワ／ＮＢ・米国債券戦略
ファンド　通貨セレクトコース（毎月分配型）1,984円、ダイワ日本株式イン
デックス・ファンド（限定追加型）－シフト11－3,536,610,361円、ダイワ日
本株式インデックス・ファンド（限定追加型）－シフト12－679,321,043円、
ダ イ ワ 日 本 株 式 イ ン デ ッ ク ス ・ フ ァ ン ド （ 限 定 追 加 型 ） － シ フ ト 13 －
1,287,713,056円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は10,009円です。

■損益の状況
当期　自2016年12月10日　至2017年12月11日

項 目 当 期
(Ａ) 配当等収益 △ 8,299,426円

受取利息 △   922,829
支払利息 △ 7,376,597

(Ｂ) 有価証券売買損益 △     2,491
売買損 △     2,491

(Ｃ) その他費用 △   174,287
(Ｄ) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △ 8,476,204
(Ｅ) 前期繰越損益金 16,325,703
(Ｆ) 解約差損益金 △ 3,147,995
(Ｇ) 追加信託差損益金 11,059,860
(Ｈ) 合計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 15,761,364

次期繰越損益金(Ｈ) 15,761,364
（注１）解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注２）追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。
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年 月 日
基 準 価 額 公 社 債

組 入 比 率騰 落 率
円 ％ ％

(期首)2016年12月９日 10,016 － 28.2
12月末 10,015 △0.0 －

2017年１月末 10,015 △0.0 31.1
２月末 10,014 △0.0 25.3
３月末 10,014 △0.0 －
４月末 10,013 △0.0 35.3
５月末 10,012 △0.0 5.1
６月末 10,012 △0.0 0.6
７月末 10,011 △0.0 0.1
８月末 10,011 △0.0 －
９月末 10,010 △0.1 －
10月末 10,010 △0.1 －
11月末 10,009 △0.1 －

(期末)2017年12月11日 10,009 △0.1 －
（注１）騰落率は期首比。
（注２）公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）および債券先物を除

きます。
（注３）当ファンドは、安定した収益の確保をめざして安定運用を行なっており、

ベンチマークおよび参考指数はありません。

■当期中の基準価額の推移

10,005

10,010

10,015

10,020

期　首
（2016.12.９）

期　末
（2017.12.11）

（円）

基準価額

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】
　期首：10,016円　期末：10,009円　騰落率：△0.1％
【基準価額の主な変動要因】

低金利環境が継続したことなどから、基準価額は下落しました。
◆投資環境について
○国内短期金融市況

　期首より、日銀は「長短金利操作付き量的・質的金融緩和」を維
持しました。このような日銀の金融政策を背景に、国庫短期証券
（３カ月物）の利回りおよび無担保コール翌日物金利はマイナス圏
で推移しました。

◆前期における「今後の運用方針」
流動性と資産の安全性に配慮し、安定的な運用を行ないます。

◆ポートフォリオについて
　流動性と資産の安全性に配慮し、短期の国債およびコール・ローン
等による運用を行ないました。
◆ベンチマークとの差異について

　当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークおよび
参考指数を設けておりません。

《今後の運用方針》
　流動性と資産の安全性に配慮し、安定的な運用を行ないます。

■１万口当りの費用の明細
項 目 当 期

売買委託手数料 －円
有価証券取引税 －
その他費用 0

（その他） （0）
合　　計 0

（注１）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって
受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。費用の項
目および算出法については前掲の「１万口当りの費用の明細」の項目の概
要をご参照ください。

（注２）各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。

■主要な売買銘柄
　公　社　債

（2016年12月10日から2017年12月11日まで）
当 期

買 付 売 付
銘 柄 金 額 銘 柄 金 額

千円 千円
645 国庫短期証券 2017/2/20 4,280,100
669 国庫短期証券 2017/6/12 3,020,099
657 国庫短期証券 2017/4/17 2,860,055
659 国庫短期証券 2017/4/24 2,650,077
652 国庫短期証券 2017/3/27 2,530,020
642 国庫短期証券 2017/2/6 2,410,036
644 国庫短期証券 2017/5/12 2,070,088
651 国庫短期証券 2017/3/21 1,970,049
660 国庫短期証券 2017/5/1 1,450,027
638 国庫短期証券 2017/1/16 1,270,010

（注１）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注２）単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
　公　社　債

（2016年12月10日から2017年12月11日まで）
買 付 額 売 付 額

国
内

千円 千円
国債証券 33,310,870 －

(36,270,000)
（注１）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注２）(　 )内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。
（注３）単位未満は切捨て。
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■資産、負債、元本および基準価額の状況
2017年12月11日現在

項 目 当 期 末
(Ａ) 資産 17,415,714,754円

コール・ローン等 17,415,714,754
(Ｂ) 負債 －
(Ｃ) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 17,415,714,754

元本 17,399,953,390
次期繰越損益金 15,761,364

(Ｄ) 受益権総口数 17,399,953,390口
１万口当り基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,009円

＊期首における元本額は10,476,400,958円、当期中における追加設定元本額は
9,625,428,641円、同解約元本額は2,701,876,209円です。

＊当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額は、ダイワ
債券コア戦略ファンド（為替ヘッジあり）999円、ダイワ債券コア戦略ファンド
（為替ヘッジなし）999円、通貨選択型ダイワ米国株主還元株αクワトロプレミ
アム（毎月分配型）219,583円、通貨選択型ダイワ米国株主還元株αクワトロプ
レミアム（年２回決算型）24,953円、ダイワ米国株主還元株ツインαプレミア
ム（毎月分配型）848,389円、ダイワ米国株主還元株ツインαプレミアム（年２
回決算型）66,873円、ダイワ米国株主還元株ファンド36,730,213円、ダイワ
ＤＢモメンタム戦略ファンド（為替ヘッジあり）6,592,748円、ダイワＤＢモメ
ンタム戦略ファンド（為替ヘッジなし）10,288,683円、ダイワ／ＮＢ・米国債
券戦略ファンド　為替ヘッジあり（年１回決算型）4,995円、ダイワ／ＮＢ・米
国債券戦略ファンド　為替ヘッジなし（年１回決算型）4,995円、世界ハイブ
リッド証券ファンド2014－04（為替ヘッジあり／限定追加型）999円、世界ハ
イブリッド証券ファンド2014－07（為替ヘッジあり／限定追加型）999円、世
界ハイブリッド証券ファンド2014－10（為替ヘッジあり／限定追加型）999円、
世界ハイブリッド証券ファンド2015－01（為替ヘッジあり／限定追加型）999
円、ダイワ・ブラジル・レアル債α（毎月分配型）－スーパー・ハイインカム－　
α50コース49,911円、ダイワ・ブラジル・レアル債α（毎月分配型）－スー
パー・ハイインカム－　α100コース49,911円、ダイワ・オーストラリア高配
当株ファンド・マネー・ポートフォリオ32,460,107円、ダイワ日本株式イン
デックス・ファンド－シフト11　Ver３－858,588,190円、ダイワ日本株式イ
ンデックス・ファンド－シフト11　Ver６－3,325,620,751円、ダイワ日本株
式インデックス・ファンド－シフト11　Ver７－828,595,357円、ダイワ日本
株式インデックス・ファンド－シフト11　Ver４－3,326,673,327円、ダイワ
日本株式インデックス・ファンド－シフト12　Ver２－549,443,563円、ダイ
ワ日本株式インデックス・ファンド－シフト11　Ver５－2,095,808,384円、
ダイワ円債セレクト　マネーコース808,108,471円、ダイワ・スイス高配当株
ツインα（毎月分配型）2,996,106円、通貨選択型ダイワ世界インカム・ハン
ター（毎月分配型）為替ヘッジなしコース5,990,216円、通貨選択型ダイワ世界
インカム・ハンター（毎月分配型）日本円コース1,397,544円、通貨選択型ダイ
ワ世界インカム・ハンター（毎月分配型）ブラジル・レアル・コース3,994,008
円、通貨選択型ダイワ世界インカム・ハンター（毎月分配型）通貨セレクト・
コース1,597,623円、ダイワ世界インカム・ハンター（年２回決算型）為替ヘッ
ジあり40,885円、ダイワ世界インカム・ハンター（年２回決算型）為替ヘッジ
なし100,789円、ダイワ／ＮＢ・米国債券戦略ファンド　為替ヘッジあり（毎月
分配型）1,235円、ダイワ／ＮＢ・米国債券戦略ファンド　為替ヘッジなし（毎

■投資信託財産の構成
2017年12月11日現在

項 目
当 期 末

評 価 額 比 率
千円 ％

コール・ローン等、その他 17,415,714 100.0
投資信託財産総額 17,415,714 100.0

（注）評価額の単位未満は切捨て。

■組入資産明細表

当期末における有価証券等の組み入れはありません。

月分配型）1,598円、通貨選択型　ダイワ／ＮＢ・米国債券戦略ファンド　日本
円コース（毎月分配型）1,544円、通貨選択型　ダイワ／ＮＢ・米国債券戦略
ファンド　通貨セレクトコース（毎月分配型）1,984円、ダイワ日本株式イン
デックス・ファンド（限定追加型）－シフト11－3,536,610,361円、ダイワ日
本株式インデックス・ファンド（限定追加型）－シフト12－679,321,043円、
ダ イ ワ 日 本 株 式 イ ン デ ッ ク ス ・ フ ァ ン ド （ 限 定 追 加 型 ） － シ フ ト 13 －
1,287,713,056円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は10,009円です。

■損益の状況
当期　自2016年12月10日　至2017年12月11日

項 目 当 期
(Ａ) 配当等収益 △ 8,299,426円

受取利息 △   922,829
支払利息 △ 7,376,597

(Ｂ) 有価証券売買損益 △     2,491
売買損 △     2,491

(Ｃ) その他費用 △   174,287
(Ｄ) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △ 8,476,204
(Ｅ) 前期繰越損益金 16,325,703
(Ｆ) 解約差損益金 △ 3,147,995
(Ｇ) 追加信託差損益金 11,059,860
(Ｈ) 合計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 15,761,364

次期繰越損益金(Ｈ) 15,761,364
（注１）解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注２）追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。
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ダイワ・マネーアセット・マザーファンド

年 月 日
基 準 価 額 公 社 債

組 入 比 率騰 落 率
円 ％ ％

(期首)2016年12月９日 10,016 － 28.2
12月末 10,015 △0.0 －

2017年１月末 10,015 △0.0 31.1
２月末 10,014 △0.0 25.3
３月末 10,014 △0.0 －
４月末 10,013 △0.0 35.3
５月末 10,012 △0.0 5.1
６月末 10,012 △0.0 0.6
７月末 10,011 △0.0 0.1
８月末 10,011 △0.0 －
９月末 10,010 △0.1 －
10月末 10,010 △0.1 －
11月末 10,009 △0.1 －

(期末)2017年12月11日 10,009 △0.1 －
（注１）騰落率は期首比。
（注２）公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）および債券先物を除

きます。
（注３）当ファンドは、安定した収益の確保をめざして安定運用を行なっており、

ベンチマークおよび参考指数はありません。

■当期中の基準価額の推移

10,005

10,010

10,015

10,020

期　首
（2016.12.９）

期　末
（2017.12.11）

（円）

基準価額

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】
　期首：10,016円　期末：10,009円　騰落率：△0.1％
【基準価額の主な変動要因】

低金利環境が継続したことなどから、基準価額は下落しました。
◆投資環境について
○国内短期金融市況

　期首より、日銀は「長短金利操作付き量的・質的金融緩和」を維
持しました。このような日銀の金融政策を背景に、国庫短期証券
（３カ月物）の利回りおよび無担保コール翌日物金利はマイナス圏
で推移しました。

◆前期における「今後の運用方針」
流動性と資産の安全性に配慮し、安定的な運用を行ないます。

◆ポートフォリオについて
　流動性と資産の安全性に配慮し、短期の国債およびコール・ローン
等による運用を行ないました。
◆ベンチマークとの差異について

　当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークおよび
参考指数を設けておりません。

《今後の運用方針》
　流動性と資産の安全性に配慮し、安定的な運用を行ないます。

■１万口当りの費用の明細
項 目 当 期

売買委託手数料 －円
有価証券取引税 －
その他費用 0

（その他） （0）
合　　計 0

（注１）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって
受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。費用の項
目および算出法については前掲の「１万口当りの費用の明細」の項目の概
要をご参照ください。

（注２）各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。

■主要な売買銘柄
　公　社　債

（2016年12月10日から2017年12月11日まで）
当 期

買 付 売 付
銘 柄 金 額 銘 柄 金 額

千円 千円
645 国庫短期証券 2017/2/20 4,280,100
669 国庫短期証券 2017/6/12 3,020,099
657 国庫短期証券 2017/4/17 2,860,055
659 国庫短期証券 2017/4/24 2,650,077
652 国庫短期証券 2017/3/27 2,530,020
642 国庫短期証券 2017/2/6 2,410,036
644 国庫短期証券 2017/5/12 2,070,088
651 国庫短期証券 2017/3/21 1,970,049
660 国庫短期証券 2017/5/1 1,450,027
638 国庫短期証券 2017/1/16 1,270,010

（注１）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注２）単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
　公　社　債

（2016年12月10日から2017年12月11日まで）
買 付 額 売 付 額

国
内

千円 千円
国債証券 33,310,870 －

(36,270,000)
（注１）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注２）(　 )内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。
（注３）単位未満は切捨て。
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